
１　総括
 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

 （注）１　職員手当には退職手当を含まない。

 　    ２　職員数は、平成23年4月1日現在の人数である。

 (3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

　　　　　２　「類似団体平均」とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　　　　　３　「参考値」は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値である。

２　一般行政職給料表の状況（平成２４年４月１日現在）

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２４年４月１日現在）
　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

1,824,8861,541,179

区 分
住民基本台帳人口 歳 出 額

　　　　　（H23年度末） 　　　　　　Ａ

職 員 数 給 与 費

人　

給 料

（参考）類似団体平均

　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

区 分

千円

一 人 当 たり 給 与 費

一人当たり給与費

千円千円

調布市の給与・定員管理等について

計　　　　　Ｂ職 員 手 当 期末・勤勉手当

　　　　　　％ 　　　　　　　　　　　％

実 質 収 支 人 件 費

　　　　　　Ａ

6,8438,026,399

千円

６級４級 ５級

千円

２級

42.8

1,173 4,660,334

H23年度

42.3

平均年齢

39.8

人

７級

256,900223,500

6,573

千円

H23年度

16.5

（参考）

　　　　　　Ｂ 　　　　　Ｂ／Ａ　　　 H22年度の人件費率

　　　　　千円

人 件 費 率

218,683

　　　　　　　千円 　　　　　千円

12,011,450

３級

426,800

15.776,388,996 1,999,901

285,900 334,900138,300 200,000

１級

１号給の給料月額

409,400

区分

調布市

東京都

国

437,400

最高号給の給料月額 336,000 367,700

（単位　：　円）

450,700 467,000 534,700

類似団体

317,853

328,251

304,944（329,917）

42.6 332,599

平均給料月額
平均給与月額
（国ベース）

389,128

409,876

372,906（401,789）

383,679

―

423,268

428,771

460,587

平均給与月額

(H19) 

104.7 

(H19) 

98.4 
(H19) 

97.9 

(H24) 

110.8 
(H24) 

108.5 (H24) 

106.9 

(H24) 

※参考値 

102.3 
(H24) 

※参考値 

100.3 
(H24) 

※参考値 

98.8 

95

100

105

110

115

調布市 類似団体平均 全国市平均 
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　　　②技能労務職

円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

※ 　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成21～23年の３ヶ年平均）

※ 　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているも

のではない。

※ 　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ)」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員において

は前年度に支給された期末･勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

１　「平均給料月額」とは、平成24年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての

　手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が

　含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

３　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国ベース）」の括弧書きは、給与改定特例法による措置

　がないとした場合の値（減額前）である。

 (2) 職員の初任給の状況（平成２４年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）　国家公務員欄における括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）である。

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２４年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円

－

181,200 円181,200 円大　学　卒

7,138,422

うち学校給食員

類似団体 154 人

区分

うち学校給食員

うち用務員

平均年齢

47.3 歳

職員数

47.3 歳

公務員

公務員（Ｃ）

調布市

年収ベース（試算値）の比較

47.5 歳

－

東京都

49.7 歳 3,479 人

1,681 人

2.49

－－－－

277,318

中　学　卒

一般行政職
大　学　卒

高　校　卒

326,733

137,200137,200

－

142,700

高　校　卒

区分

6,503,000

調布市

（注）

区　　　         分

技能労務職
中　学　卒

うち用務員

－

経 験 年 数 １ ５ 年

技能労務職

－

-

44.0 歳

－

区分

円
(323,181)
307,506

国

36 人

45.3 歳 106 人調布市

54 人

345,975

336,333

359,774

233,025

-

1.73

C／D

－

高　校　卒

東京都

経 験 年 数 ２ ０ 年

137,200

129,200

364,407

320,975

経 験 年 数 １ ０ 年

318,989-

－

323,588

国

276,125

140,100

参考

民間（Ｄ）

3,762,300

163,987
(172,200)

2.17

－－

206,600

平均給料月額

参考

A／B

－

1.43

－

285,600

平均給与月額

（B)

対応する民間
の類似職種

民間

53.5 歳

－

－

平均年齢

40.3 歳

－

調理士

平均給与月額

（A)

142,700高　校　卒
一般行政職

用務員

－368,423390,390

2,861,400

427,045

409,333

448,585

412,232

平均給与月額

（国ベース)

415,259

399,250

436,604

376,425

(285,030)

330,032

円

－－

－301,846

270,465
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４　一般行政職の級別職員数等の状況
 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２４年４月１日現在）

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

（注）１　調布市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名である。

  

（注）　平成19年度まで一般行政職の給料表は９級構成のため、５年前の構成比については、当時の１級から３級までの合算を１級
　　　として表示し、当時の４級から９級については２級減じて表示している。
　　　　平成23年度まで一般行政職の給料表は８級構成のため、１年前の構成比については、当時の１級と２級の合算を１級として

　　　表示し、当時の３級から８級については１級減じて表示している。

 (2) 昇給への勤務成績の反映状況

　

29.6

構成比

　　　　　　　　人

次長

254

190

課長

課長補佐

　　　　　　　　％
主事・技師

32.6

63

係長

34

　　　　　　　　人

4.0

職員数

２　　級

５　　級

１　　級

３　　級

４　　級

７　　級

６　　級

主任

　　　　　　　　人

区　　分

　　　　　　　　人

2.2

2.118
部長

279

　　　　　　　　人

標準的な職務内容

１．勤務成績の評定の実施状況
　地方公務員法第４０条に基づき、毎年１月１日を評定日として係長職以下の職員に対して勤務成績の評定を実施。また、課長補
佐職以上の職員に対しては目標管理型勤務評定を導入している。
２．昇給への勤務成績の反映状況
　勤務成績の昇給への反映は、平成２４年度より実施している。また、目標管理型勤務評定の結果については、平成２３年度より反
映している。

　　　　　　　　人

22.2

　　　　　　　　％

19

7.3

　　　　　　　　人

１級 32.6% １級 31.3% 

１級 22.1% 

２級 29.6% 
２級 28.9% 

２級 30.9% 

３級22.2% ３級 23.6% 

３級 28.3% 

４級  4.0% ４級  4.1% 
４級  5.1% 

５級  7.3% ５級  7.9% ５級  8.5% 

６級 2.2% ６級  2.1% ６級  2.8% 
７級 2.1% ７級  2.1% ７級  2.3% 

0%

10%

20%
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平成２４年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比 
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５　職員の手当の状況 ※　再任用短時間勤務職員を含む。

 (1) 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（平成23年度） １人当たり平均支給額（平成23年度）

千円　 千円　

（平成23年度支給割合） （平成23年度支給割合） （平成23年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

 (2) 退職手当（平成２４年４月１日現在）

（支給率） 　　自己都合 　　勧奨･定年 （支給率） 　　自己都合 　　勧奨･定年

勤続２０年 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成23年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当
（平成２４年４月１日現在）

千円

　 円

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当
　特殊勤務手当は、平成２２年４月から全廃。

 (5) 時間外勤務手当
千円

千円

千円

千円

調布市

376,850

(0.65)

支給職員１人当たり平均支給年額（平成23年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算）

支給実績（平成23年度決算）

59.20

支給実績（平成22年度決算）

293

273

402,279

(1.45)

33.50

東京都

(1.45) (0.65)

国

・役職加算        5～20％

41.34

支給率

59.20

調布市

月分

1,377

千円

支給実績（平成23年度決算）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

支給対象職員数

515,779

12

支給対象地域

―
1,422 1,635

(1.45) (0.65)

2.65 1.30 2.60 1.35

・職務加算　5～20％ ・職務段階別加算　3～20％

国

33.50 23.50

・管理職加算　10～25％

月分24.25

・管理職加算　15～25％

調布市

月分32.50 43.50

59.20

49.75

1,122

月分

59.28

１．勤務成績の評定の実施状況
　地方公務員法第４０条に基づき、毎年１月１日を評定日として係長職以下の職員に対して勤務成績の評定を実施。また、課長補
佐職以上の職員に対しては目標管理型勤務評定を導入している。
２．勤勉手当への勤務実績の反映状況
　勤務成績の勤勉手当への反映は、平成２５年度より反映予定。また、目標管理型勤務評定の結果については、平成２３年度より
反映している。

59.2847.50

26,212

59.28

12

国の制度（支給率）

712,291

職制上の段階、職務の級等による加算措置

2.60 1.35

支給職員１人当たり平均支給年額（平成23年度決算）

30.55
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 (6) その他の手当（平成２４年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

６　特別職の報酬等の状況（平成２４年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

（注）１　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた

　　　 場合における退職手当の見込額である。

扶養手当 131,010

通勤手当

配偶者　13,700円
その他の親族　8,600円
（16歳から22歳の間の子
4,100円加算）

4,531

111,222

130,607 145,766

898,585

管理又は監督の地位にあ
る職員のうち市長が特に
指定するものについて、
その特殊性に基づき、給
料月額の100分の20を超
えない範囲内において定
める額

異なる

0
支給区分が
相違

交通機関等
利用者の支
給対象限度
額制度がな
い等

異なる

手　当　名 内容及び支給単価

給 料 月 額 等

支給実績
（平成23年度決算）

千円
支給対象者
の区分と金
額が相違

628,800

24,761

0

千円

千円

千円

千円

91,995

360,000

1,035,000

895,000

千円

（参考）類似団体における最高／最低額

665,0001,100,000

940,000

異なる

勤務１時間あたりの給料
等の額に100分の135を乗
じて得た額の合計額

区 分

同じ

給
料

宿日直勤務１回につき1
万円

副 市 長

市 長

385,000

給料の特別調整額

休日勤務手当

133,889

国の制度と
異なる内容

異なる
世帯主（準ずる者を含
む。）　12,500円

交通機関を利用　運賃等
相当額
交通用具（自転車等）を
使用　片道の使用距離に
応じた額

市 長

期
末
手
当

異なる

宿日直手当

市 区 町 村 長

副 市 長

3.95

退
職
手
当

　　（算定方式）

89万5千円×在職年数×300/100

　　（平成23年度支給割合）

副 議 長

739,000

支給職員１人当たり

支給要件と
金額が相違

支給区分が
相違

445,000

住居手当

国の制度
との異同

平均支給年額

（平成23年度決算）

250,019

議 員

663,000副 議 長

640,000

550,000 606,000

580,000

副 市 長

議 員

3.95

（１期の手当額）

　　（平成23年度支給割合）

議 長

議 長

報
酬

備 考

10,740,000 任期満了時

16,560,000 任期満了時103万5千円×在職年数×400/100

　（支給時期）
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７　職員数の状況
 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数（教育長１人を含み、一部事務組合等への派遣職員を除く）である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

 (2) 年齢別職員構成の状況（平成２４年４月１日現在）

　

[     0     ］

△ 1

平成２３年

5

11 11

249

平成２４年

65 66

241

5

1

106

0

事務執行体制の見直しによる減員

3

＜参考＞
人口1万人当たり職員数　44.04人
（類似団体の人口1万人当たり職員数　45.33人）

業務量増による増員，事務執行体制の見直しによる減員130 2

16

＜参考＞
人口1万人当たり職員数　53.82人
（類似団体の人口1万人当たり職員数　63.04人）

8

214 0

3

5

業務量増による増員2

2

1,262

人

0

0

＜参考＞人口1万人当たり職員数　57.71人

386

税務

1

380

105

職 員 数

～

1,174

128

16

960

214

69

1,177

16

963

85

32歳 36歳

1,262

[     1,390     ］

83

1,257
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 (3) 職員数の推移

（ %　）

（ %　）

（ %　）

（ %　）

（ %　）

(注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。
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